総政第44号様式
（第３条第１項）
　　　令和５年度　地域づくり総合交付金交付申請書
　　令和　年　　月　　日　　
北海道胆振総合振興局長　様
申請者　住　所　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名（ eq \o(\s\up  5(法人の場合は、法人の),\s\do  5(名称及び代表者の氏名))法人の場合は、法人の名称及び代表者の氏名） eq \o (◯,印)印　　
　事業名　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　上記の事業に関し地域づくり総合交付金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。
記
　１　事業の目的及び事業計画（事業の内容）
　
２　事業実施により見込まれる効果

３　事業の着手及び完了の予定期日
　　　　着　手　　　　令和　　年　　月　　日
　　　　完　了　　　　令和　　年　　月　　日
　４　地域づくり総合交付金交付申請額　　　金　　　　　円
５　申請者の概要

　　　設立年月日　　　　　　　　年　　月　　日
　　　申請者の営む主な事業

６　備考
注　１　「１　事業の目的及び事業計画（事業の内容）」及び「２　事業実施により見込まれる効果」については、詳細かつ具体的に記載すること。
２　別途事業計画書（総政第45号様式等）を提出する場合は、「１　事業の目的及び事業計画（事業の内容）」を「１　事業の目的及び内容」に書き換えて使用すること。

３　事業主体が地方公共団体であるときは、「５　申請者の概要」は削除し、「６　備考」を「５　備考」に書き換えて使用すること。
４　地域づくり総合交付金の交付を受けようとする者が法人以外の団体の場合にあっては、その運営の状況を「６　備考」に記載すること。
【記載例】※交付申請時に既に事業が完了している場合は実績を記載
総政第44号様式
（第３条第１項）
　　　令和５年度　地域づくり総合交付金交付申請書
　　令和　年　　月　　日　　
北海道胆振総合振興局長　様
　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　所　●●市○○町１丁目３番　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　胆振シンポジウム開催事業実行委員会
委員長　胆振　一郎　　　印　　　　　　　　　　　　印　　
　事業名　胆振シンポジウム開催事業　
　　上記の事業に関し地域づくり総合交付金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。
記
１　事業の目的及び事業計画（事業の内容）

地方の人口減少が進む中、自らが住む地域について、住みやすいまちづくりに向けて地域の抱える課題を検証するとともに、先進地域の事例紹介やパネルディスカッションを通じて課題の解決方策を検討し、行政主導ではなく住民主体のまちづくりを推進するため、有識者を招いて、まちづくりに関する講演会及びパネルディスカッションを開催する。 
【胆振シンポジウム】 
日 時：令和５年８月５日（日）10:00～17:00 
場 所：○○ホテル　メインホール 
対象者：地域住民ほか（２００人予定） 
内 容：１ 基調講演 「これからのまちづくり」○○大学 Ａ教授
　　　　　講演 　　「まちづくりにおけるＮＰＯの役割」ＮＰＯ法人□□　Ｂ理事長
２ パネルディスカッション 
テーマ ：人口減少時代のまちづくりについて 
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ：○○大学 Ａ教授 
パネラー ：ＮＰＯ法人□□ Ｂ理事長、株式会社×× Ｃ部長、
　　　　　 ●●市役所まちづくり推進課　Ｅ課長
指令前着手の理由：8月にシンポジウムを開催するためには、5月から準備を開始する必
要があったため。

２　事業実施により見込まれる効果

当該シンポジウムの開催により、住民の手によるまちづくりについての認識が高まるとともに、 行政、企業、住民の連携が深まり、様々な地域の課題解決に向けた取り組みの契機となる。

３　事業の着手及び完了の予定期日
　　　着　手　　令和５年５月１日
　　　完　了　　令和５年12月15日
　
４　地域づくり総合交付金交付申請額　　　金　４００，０００円

５　申請者の概要

　　設立年月日　　令和５年３月１日
　　申請者の営む主な事業　胆振シンポジウムの企画運営に関すること

６　備考
当実行委員会は、住民によるまちづくりを推進することを目的として発足したものであり、会員の 会費及び企業からの協賛金、補助金等をもって事業等を運営している。
注　１　「１　事業の目的及び事業計画（事業の内容）」及び「２　事業実施により見込まれる効果」については、詳細かつ具体的に記載すること。
２　別途事業計画書（総政第45号様式等）を提出する場合は、「１　事業の目的及び事業計画（事業の内容）」を「１　事業の目的及び内容」に書き換えて使用すること。

３　事業主体が地方公共団体であるときは、「５　申請者の概要」は削除し、「６　備考」を「５　備考」に書き換えて使用すること。
４　地域づくり総合交付金の交付を受けようとする者が法人以外の団体の場合にあっては、その運営の状況を「６　備考」に記載すること。

団体の印又は代表者の個人印





数値目標や指標を用いて出来る限り具体的に記載してください





申請時点で既に事業に着手している場合、指令（交付決定の金額や条件を通知する文章）前着手となった理由を記載してください





出来る限り数値（参加者数、経済効果等）を使い具体的に記載してください。（継続事業は前年度の事業効果を踏まえた記載としてください）





事業の着手日はイベント等の実施日ではなく、準備を始めた日


※令和５年４月1日以降の任意の日





事業の完了（予定）日はイベント等の実施日ではなく、事業に関する債権債務が確定した令和６年３月31日までの任意の日（全ての支払が終わっていなくても請求書を受領し、債務が確定していれば良い）





団体が通常行っている事業（活動）を簡潔に記載してください（実行委員会など申請事業のみ行う団体は当該申請事業を記載）








申請者が実行委員会など法人格の無い団体の場合に、団体の運営、資金の調達方法や活動状況を簡潔に記載してください　※法人の場合は記載不要です








